
貸　 借 　対 　照 　表

（2025年3月31日現在）

（単位：千円）
科      目 金      額 科      目 金       額

 【 資  産  の  部 】 8,939,202  【 負  債  の  部 】 1,931,833

 流   動   資   産　 8,924,512  流   動   負   債　 1,931,833

現 金 及 び 預 金 406 395,291

売 掛 金 502,543 57,182

番 組 勘 定 940,075 1,241,802

前 払 費 用 2,893 173,815

未 収 入 金 311,934 54,676

短 期 貸 付 金 7,159,517 8,557

為 替 予 約 1,292 508

そ の 他 流 動 資 産 5,848

 固   定   資   産　 14,689

　 有 形 固 定 資 産　 1,994  【 純　資　産  の  部 】 7,007,368

機 械 及 び 装 置 694  株   主   資   本 7,006,471

工 具 器 具 備 品 1,300 1,700,000

 　投 資 そ の 他 の 資 産 12,694 5,306,471

繰 延 税 金 資 産 12,694 45,927

5,260,544

5,260,544

 評 価 ・ 換 算 差 額 等 896

896

資 産 の 部 合 計 8,939,202 8,939,202負債・純資産の部合計

資 本 金

利 益 剰 余 金

繰延ヘッジ損益

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

そ の 他 流 動 負 債

買 掛 金

未 払 金

未 払 放 映 権

未 払 消 費 税 等

未 払 法 人 税 等

前 受 収 益



損  益  計  算  書
自　2024年  4月 １日
至　2025年  3月31日

(単位：千円)
科　　　　目 金　　　　　額

売上高 4,914,794

売上原価 3,040,005

売上総利益 1,874,789

販売費及び一般管理費 1,229,260

営業利益 645,528

営業外収益

　　受取利息 28,803

　　その他営業外収益 3,143 31,947

経常利益 677,476

税引前当期純利益 677,476

法人税、住民税及び事業税 216,992

法人税等調整額 △ 8,105 208,886

当期純利益 468,589



１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１） デリバティブの評価方法
時価法によっております。

（２） 棚卸資産の評価基準及び評価方法
番組勘定

個別法による原価法によっております。
（貸借対照表価額は、収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

（３） 固定資産の減価償却の方法
有形固定資産

定額法によっております。

（４） 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

（５） 引当金の計上基準
貸倒引当金

（６） 収益の認識基準

ステップ１：顧客との契約を識別する。
ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。
ステップ４：取引価格を契約における別個の履行義務へ配分する。
ステップ５：履行義務を充足した時点で（又は充足するに応じて）収益を認識する。

当社の主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は以下のとおりであります。

① 放送事業

② 広告営業

（７） ヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法

② ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段 為替予約
ヘッジ対象 外貨建金銭債務

③ ヘッジ方針

（８） 記載金額について
記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

２. 貸借対照表に関する注記

（１） 貸倒引当金直接控除額
流動資産（売掛金） 千円

（２） 有形固定資産の減価償却累計額 千円

（３） 関係会社に対する金銭債権・債務
短期金銭債権 千円
短期金銭債務 千円

個別注記表

自　2024年 4月   1日
至　2025年 3月 31日

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

   将来発生する外貨建取引に係る為替の変動リスクの回避、あるいは軽減を目的としております。

   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

   繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約については振当処理の要件を充たしている場合には振当処理を
行っております。

   以下の５ステップアプローチに基づき、顧客に移転する財やサービスとの交換により、その権利を得ると見込む金額を収
益として認識しています。

   ケーブルテレビ、衛星放送での放送を主な履行義務として識別しています。
放送については、履行義務が充足されるサービス提供時に収益計上しております。
これらの取引の対価は、概ねサービス提供月に請求し、翌月までに受領しております。

   顧客からの依頼に基づいて当社チャンネルにて広告を放送することを主な履行義務として識別しています。
広告収入については、履行義務が充足される広告放送時に収益計上しております。
これらの取引の対価は、概ね広告放送月に請求し、翌月までに受領しております。

1,233

9,437

7,588,611
42,905



３. 損益計算書に関する注記

関係会社との取引高
売上高 千円
売上原価 千円
販売費及び一般管理費 千円
営業外収益 千円

４. 税効果会計に関する注記

（１） 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産

　未払事業税 千円
　未払費用 千円

 　関連会社株式 千円
　貸倒引当金 千円
　その他 千円

繰延税金資産合計 千円

　繰延税金負債
繰延ヘッジ損益 千円

繰延税金負債合計 千円
繰延税金資産の純額 千円

（２） 法人税等の税率の変更による繰延税金資産および繰延税金負債の金額の修正

５. 関連当事者との取引に関する注記
（単位：千円）

６. 1株当たり情報に関する注記

1株当たりの純資産額
1株当たりの当期純利益

株数変動があった場合は別途計算↑
７. 重要な後発事象に関する注記

該当ありません。

921
922
378

395
395

12,694

　「所得税法等の一部を改正する法律」が2025年３月31日に国会で成立したことに伴い、
繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、一時差異等に係る解消時期に応じて以下のとおり変更
されております。
　　2025年４月１日から2026年３月31日　30.62％
　　2026年４月１日以降　31.52％
　この税率の変更による影響は軽微であります。

13,090

9,547

1,319

利息の受取

2,831
1,068,164

28,775
283,514

業務委託手
数料等

所有
直接
49%

番組供給・
業務委託

資金の貸付

522,410

23,033

取引金額 期末残高属性

親会社
の子会社

株式会社
ジェイ･スポーツ

- 業務委託

ゴルフネット
ワークプラス
株式会社

業務委託手
数料等

(注１)

買掛金・未払金

(注２) 2,588

13,782円 04銭

JCOM
株式会社

売掛金親会社

86,287

206,099円 08銭

一般取引条件を勘案して、交渉の上行っております。
(注３)
(注２)

資金の貸付については、市場金利を勘案して貸付利率を合理的に決定しております。
なお、資金の貸付の取引金額は、当事業年度での純増減額を記載しております。

上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

283,757

番組供給・業
務委託・資金
の貸付

49,798(注２) 574,763

2,658

28,775(注３)
－

7,159,517(注３)

取引の内容

買掛金・未払金

－

業務委託手
数料等

(注２)

未払金

科目
会社名または

氏名
議決権等の所有

(被所有)割合
関連当事者と

の関係

番組供給等

962,872

短期貸付金

(注２)

被所有
直接
89.41％


